
都市エリア産学官連携促進事業の概要

播磨エリア

ナノテク・材料、

製造技術

宇都宮・県央エリア

製造技術

筑波研究学園都市エリア

情報通信

熊本エリア

ナノテク・材料

鹿児島市エリア

ライフサイエンス

熊本県南エリア

環境

長崎・諫早・大村エリア

ライフサイエンス

霞ヶ浦南岸新興都市エリア

環境、エネルギー

弘前エリア

ライフサイエンス

北上川流域エリア

ナノテク・材料

いわて県央・釜石エリア

ナノテク・材料

長岡エリア

製造技術

大分県央エリア

ライフサイエンス

都城盆地エリア

環境

豊橋エリア

情報通信

愛媛県東部

ナノテク・材料

大阪東部エリア

製造技術
富士山麓エリア

ライフサイエンス

宍道湖・中海エリア

環境

和歌山市エリア

ナノテク・材料

三重・伊勢湾岸
エリア

ナノテク・材料

松山エリア

製造技術

びわこ南部エリア

ライフサイエンス

新潟エリア

ライフサイエンス

大阪／和泉エリア

ナノテク・材料、

情報通信

山形・米沢エリア

ナノテク・材料

米代川流域エリア

環境

静岡中部エリア

ライフサイエンス

八戸エリア

エネルギー

湘南・県央エリア

環境

平成１４年度開始地域（１９地域）

平成１５年度開始地域（９地域）

平成１６年度開始地域（９地域）

十勝エリア

ライフサイエンス

平成１７年度開始地域（１３地域）

みやざき県北臨海
エリア

ライフサイエンス

佐賀県有明海沿岸エリア

環境、ライフサイエンス

東濃西部エリア

製造技術

横浜臨海部エリア

ライフサイエンス

関東平野
さいたまエリア

環境

（１）目的・趣旨
地域の個性発揮を重視し、大学等の「知恵」を活用して新技術シーズを生み出し、新規事業の創出、研究
開発型の地域産業の育成等を目指して産学官共同研究等を実施

（２）平成１８年度予算額４０億円（平成１７年度予算額３６億円）

（３）事業概要
・ 個性発揮、地域特性を重視し、特定領域への分野特化
・ 都道府県及び政令指定都市が指定する中核機関が事業の実施主体

（平成１８年度から、地域の自立性を高めるため、地域の資金負担が必要なﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｧﾝﾄﾞ方式に移行）
・ 各都市エリアの事業目標、産学官連携実績等に応じて、産学官の連携基盤整備から研究成果育成まで
幅広いメニューで対応

・ 以下の３タイプの事業を実施
・ 発展型（事業規模の目安は年間２億円程度×３年）
・ 一般型（事業規模の目安は年間１億円程度×３年）
・ 連携基盤整備型（事業規模の目安は年間５千万円程度×３年）

平成１８年６月現在

石川南部エリア

情報通信、製造技術

岡山県南エリア

製造技術

平成１８年度開始地域（９地域）

久留米エリア

ライフサイエンス

ナノテク・材料・
エネルギー

福井まんなか
エリア

郡山エリア

ライフサイエンス

函館エリア

ライフサイエンス

山梨くになか
エリア
環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ

千葉・東葛エリア

ライフサイエンス

神奈川東部臨海エリア

製造技術

米子・境港エリア

ライフサイエンス

小野田・下関エリア

ナノテク・材料

桐生・太田エリア

ナノテク・材料


